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災害が発生又は発生が予期される場合，市町村長は避難指示を行い，住民の生命及び身体を保護する責務を

負う．市町村長は，災害応急対応の責務を負う一方で，意思決定ための仕組みや支援体制が整備されていない．

災害における危機対応では，常に想定を超えた事象が生起する可能性を排除できない．想定外という事象が想

定される限り，想定外という事態を想定して，避難方法の意思決定を行わなければならない．本研究では，市

町村長が災害対応時に行う避難に関わる意思決定の考え方を提示し，災害危機対応の規範的概念枠組みの構築

を試みる．
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1. はじめに

わが国では，災害の発生あるいは発生のおそれに直

面する状況において，市町村長が国民の生命または身

体を守るために必要な措置を講じる責務を負う．災害

対策基本法の第 60条では，

災害が発生し，又は発生するおそれがある場

合において，人の生命又は身体を災害から保

護し，その他災害の拡大を防止するために特

に必要があると認めるときには，市町村長は，

必要と認める地域の居住者，滞在者その他の

ものに対し，避難のための立退きを勧告し，及

び急を要すると認めるときは，これらのもの

に対し，避難のための立退きを指示すること

ができる

としており，災害現象が推移する危機的状況で，人々

の生命または身体の保護のための市町村長の権限が明

記されている1)．市町村長に対する避難指示の権限は，

翻って，その権限の適切な行使に関する義務を意味す

る．一方で，市町村長が下した避難の判断を巡って，事

後的にその妥当性が問われることも少なくない．特に，

避難措置を講じたが，結果的に災害事象が生起しなかっ

たという，いわゆる「空振り」が批判の対象となる場

合も見受けられる．しかし，自然災害において事態の

推移を完全に予見できない限り，空振りの可能性を排

除することは論理的に不可能である．

このような批判の背景には，災害事象が推移してい

く過程において市町村長が迫られる意思決定の規範的

原則および方法論が確立していない現実がある．従来

の防災研究では，自然災害が発生する前の防災投資・計

画に関する規範的な意思決定論については大きな関心

が払われてきた．一方で，災害現象が推移していく過

程における意思決定論への関心は比較的小さい．

以上の問題意識の下，本研究では火山災害を対象と

して，避難指示意思決定のための方法論を提案する．以

下，2.では，避難意思決定問題の特徴，避難指示意思

決定の現状を説明した上で，本研究で明らかにする問

題を明確化する．3.では，市町村長の避難方法に関わ

る意思決定がルール化される必要性を論じるとともに，

避難ルールの規範的決定方法の構築を試みる．また，避

難ルールを変更するためのメタルールの必要性を論じ

る．4.では，3.で論じるメタルールの規範的決定方法

の構築を試みる．5.では，本研究の知見をとりまとめ

るとともに，今後に残された課題に言及する．

2. 本研究の基本的考え方

(1) 避難意思決定の特徴

火山噴火，土砂災害，洪水のような自然災害から身

を守る最終的な手段は避難である．自然災害の可能性

が無視できないとき，避難を怠ったり，タイミングが遅

れた場合には，生命喪失という致命的結果に至る可能

性がある．災害対策基本法第 60条では，災害発生時，
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あるいは発生が予期される場合に，人の生命や身体を

保護を目的として，市町村長が居住者に対して避難を

指示する権利を与えている．自然災害時において市町

村長に避難指示の権限が付与されているという事実は，

翻って市町村長に避難に関する適切な意思決定を要求

する．

避難の意思決定を迫られる状況は，危機（crisis）で
ある．crisisの語源は，ギリシャ語で「決定する」とい
う意味の krineinに由来する．危機は，一般的に負の影
響が懸念される場合に用いられる．すなわち，危機と

は，負の影響を回避するために意思決定を迫られる状

況を意味する．

危機は，人が意思決定を迫られる状況である．意思

決定の遅れは，致命的結果をもたらす可能性がある．し

たがって，危機では意思決定の迅速性が求められる．ま

た，危機における意思決定は，事態がどのように推移

するか確定的に予測できない不確実な状況で行われる．

市町村長が迫られる避難に関する意思決定は，まさに

危機への対応であり，不確実性下において迅速な判断

が求められる．

また，市町村長による避難に関する意思決定は，多

くの人々に対して同時に影響を及ぼすという意味で社

会的意思決定である．避難に関する意思決定の個々人，

社会への影響の仕方は，極めて複雑である．危機にお

いて，直面した問題の複雑性のすべてを受け止めて意

思決定することは，実際上困難である．それでも，自

然災害に直面した危機的状況では，市町村長に対して，

避難の意思決定を迫る．その意思決定は，不確実性と複

雑性を伴う一方で，即時に行わなければならない．本

研究では，以上のような特徴を有する市町村長による

避難に関する意思決定に関して，その望ましい決定と

はどのように概念化できるかという問いに対する 1つ
の枠組みの構築を試みる．

(2) 避難意思決定の現状

災害対策基本法1)では，災害応急対策においてその対

象となる事項とその実施責任者を定めている．その中

で，災害時の避難の勧告または指示は，住民問うの生

命に直結するものであり，市町村長がその責任を負う

と定められている．このように，災害対策基本法では，

災害応急対策の体制に関して規定されている．しかし，

災害応急対策事項の意思決定に関する仕組みや支援体

制については，災害対策基本法や各種防災計画でも一

般的には準備されていない2)．

不確実な中での意思決定である限り，避難したが災

害ハザードは起こらなかったという，いわゆる「空振

り」の可能性をゼロにすることは不可能である．しか

し，避難の意思決定は，ただ闇雲に判断を下すことは

できない．空振りの可能性をゼロにできないといって，

避難指示の対象を過剰に拡げて，無分別に空振りを生

じさせることは許容されない．意思決定者は，避難に

関する意思決定を行う際に，その措置の妥当性を説明

できなければならない．

避難に関する意思決定には，どの区域に危険が及ぶ

のか，それはいつなのかといった評価情報が必要とな

る．災害事象に関する科学的リスク評価に関する情報

は，ハザードマップとして蓄積されている．近年では，

災害の種類に応じて多くの地域でハザードマップが作

成されている．ハザードマップは，ある地域で起こり

そうな災害事象に関するリスク評価に基づいて，災害

の危険が及ぶ可能性がある区域を示している．しかし，

ハザードマップで示される危険区域は，いくつかの災

害シナリオで危険が及ぶ区域を重ね合わせたものであっ

たり，最も影響範囲が広くなるような災害シナリオを

想定したものである．したがって，ハザードマップの

評価は，総合的あるいは網羅的なものである．

一方，避難に関する意思決定が求められる局面では，

時々刻々と観測される情報に基づいて，危険性が高い

区域を具体的に絞り込んでいく必要がある．そのため，

ハザードマップのリスク評価情報は，避難に関する意思

決定を行うためにそのまま用いることはできない．ハ

ザードマップは，災害のリスク評価を行ったものであ

るが，その役割は危機対応を目的としているわけでは

ない．ハザードマップは，むしろ平常時における住民

間のリスク情報の共有や防災計画の策定，避難所の準

備といった平常時に行う対策の前提としての機能して

いる．現状では，自然災害現象が推移する中で，リス

クを絞り混みながら避難に関する意思決定につなげて

いくためのリスク評価情報は整備されていない．

(3) 想定の壁

2000年の有珠山噴火では，ハザードマップで想定し
ていた噴火口が生じる範囲のほぼ境界に位置する場所

から最初の噴火が発生した．このときの噴火口の位置

は，意思決定者にとってまさに想定外であった．その

結果，約 1万人が混乱の中で避難あるいは再避難する
ことになった2)．以上の有珠山の例は，避難の意思決定

の難しさを示している．

避難に関して理性的に意思決定を下すためには，ど

の位置からどのような形態で噴火するのかについて認

識あるいは想定しておく必要がある．意思決定者が理

性的判断を下したとするならば，このような想定は明

示的であろうが暗黙的であろうが必ず存在する．上述

の有珠山の例において，実際に発生した噴火口の位置

が想定外であるとするならば，ハザードマップにおけ

る噴火口の発生可能領域が，避難に関する理性的判断
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における想定とされていたことになる．東日本大震災

の際にも，福島第一原発の事故において，想定外とい

う言葉が用いられた．このように，人々の想定を超え

た形で自然災害現象が生じたという経験は歴史上枚挙

に暇がない．

小林3)は，想定外と呼ばれるケースの 1つとして，「発
生が予想されることもあったが，社会通念上，非現実

的とみなされて，その発生が顧みられなかったケース」

の存在を指摘している．社会全体である想定が受け入

れられ，ひとたび均衡状態に到達すれば，人々はそこか

ら異なる想定を認識することが困難になる．小林3)は，

このような均衡状態を想定の罠と呼んでいる．現実世

界は複雑性，多様性に満ちあふれている．人は，自ら

の理性に基づいて意思決定を行うためには，複雑かつ

多様な現実世界を理解可能なレベルにまで単純化して

認識せざるを得ない．このように，人によって単純化

された認識は「システム」と呼ばれる．想定は認識の

ための単純化であり，人間が通説として形成した 1つ
の虚構に過ぎない．したがって，現実世界は，人間が

形成した虚構を常に凌駕する．人間の想定と現実世界

の間には，消すことができない「想定の壁」が存在し

ている．

現実世界をシステムと認識すると，必ずシステムの

内側と外側という背反領域が生まれる．Luhmann4)は，

人間はシステムの内側については，細かく理解しよう

とするが，システムの外側には無関心となるという問

題点を指摘した．われわれの意思決定において，想定

の壁が立ちはだかる限り，想定外リスクを完全になく

すことは論理的に不可能である．しかし，「想定外事象

が発生するという事象」を想定すれば，Luhmannが指
摘した問題を部分的には乗り越えることができる．

人間の理性的な意思決定には，想定と呼ばれるシス

テムが不可欠であるとすれば，そのシステムをどのよ

うに構築していくべきであろうか？また，システムの

外側に関心を払うとすれば，どのようにして意思決定

の問題に取り込んでいくべきであろうか？本研究では，

有珠山の例のように想定外事象の発生を前提とした危

機対応のために，「想定の壁」というやっかいな問題を

意思決定に取り込んだメタ・システムの構築を試みる．

3. 避難意思決定のルール

(1) 理性的意思決定の要件

科学的な意味での意思決定問題とは，ある望ましい

状態を達成するあるいは近づけようとするために，因

果律に基づいて制御することである．市町村長が責を

負う避難に関わる意思決定は，住民を危険な状態から

安全な状態に移すために行われる「制御」である．図-1
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図–1 災害リスクの因果律

に示すように，最終的なリスクである住民の生命の状

態は，災害現象（ハザード）と住民の行動（ペリル）に

よって確定する．因果律は，原因と結果の対応関係と

して表現できる．災害リスクの因果律において，原因

はハザードとペリルであり，結果が住民の生命の状態

である．意思決定者は，望ましい状態に移行するため

に制御を行う．人間は自然現象を制御できない．した

がって，意思決定者にとって，原因となる入力条件で

制御可能なのは，人間行動のみである．避難とは，因

果律に基づいて，住民を安全な状態へと導くための制

御である．

図-1で示す因果律は，極めて当然のように思われる

かもしれない．ここで重要なことは，理性的な意思決

定者は，災害リスクが発生する因果律をシステムとし

て明示的に認識していなければならないということで

ある．火山であれば，この位置から，これだけの規模の

噴火が発生すれば，どれだけの範囲に火砕流が到達す

るかをシステム的に関係づけなければならない．われ

われは，噴火口の位置や規模を入力条件として危険が

及ぶ範囲を予見するというやり方をシミュレーション

と呼んでいる．シミュレーションは，演繹的により原

因（入力）からもたらされる結果（出力）を推論する

ための分析道具である．シミュレーションは，因果律

に基づいた理性的意思決定のための道具として用いら

れなければならない．

(2) 避難に関する意思決定項目

避難とは安全な場所へ移動する行為である．実際に

避難行動に移すためには，具体的にどのように避難す

るのか（how）を決めなければならない．人々が避難を
実際に行動に移すためには，以下の項目について意思

決定する必要がある．

(a) 避難タイミング：どのイベントをきっかけに避難
するのか？

(b) 避難範囲：どの空間的範囲の住民を避難させるのか？
(c) 避難場所：どの場所へ避難するのか？
(d) 避難手段：（車，徒歩など）何を使って避難のか？
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(e) 避難経路：どの経路で避難所に向かうのか？

以上の意思決定事項をまとめて呼ぶ場合，これらを「避

難方法」と呼ぼう．

(3) 避難方法のルール化の必要性

避難に関する意思決定は，危機対応である．2.(1)で

述べたように，危機における意思決定には時間的余裕

がない．一方で，直面する問題は複雑であり，因果律に

基づいた理性的判断を下すためには，シミュレーション

を活用した推論が不可欠である．したがって，実際に

市町村長が意思決定を迫られる状況になってから，適

切な避難方法を導出することは時間の制約上不可能で

ある．そのため，望ましい避難方法に関しては，危機

的状況に陥る前の平常時に決めざるを得ない．

また，実際に避難行動を起こすのは，個々の住民で

ある．仮に，行政が即座に避難方法を意思決定できた

としても，住民に対して伝達する時間を要する．避難

方法を住民に伝達するための時間は，緊急性を要する

状況では明らかに致命的である．避難方法のルール化

は，住民自身の避難行動の初動をスムーズにする．

さらに，避難指示を行っても，避難所に住民を受け

入れるためには，避難生活に必要な備品を事前に準備

する必要がある．避難方法をルール化しておけば，各

避難所に集まる住民の数が予測可能になり，避難所の

受入計画の立案が可能になる．このように，避難方法

のルール化は，事前の対応が必要な場合には，計画を

立案するための前提とできる．

以上で述べた避難方法のルール化が必要となる理由

は，すべて時間的な制約に関連するものである．しか

し，避難方法のルール化には，もう 1つ，意思決定の正
統化という極めて重要な意義がある．行政による避難

に関する意思決定は，多くの人々に影響を及ぼす公共

的意思決定である．正統性の問題は，公共的意思決定を

行うためのガバナンスに関連している．市町村長によ

る避難指示の具体的措置の判断は，適切性，妥当性に

関して，住民による評価を受ける．社会的意思決定で

ある避難意思決定は，多くの利害関係者に影響を及ぼ

す．これらの利害関係者の価値観，関心は多様であり，

すべての主体を満足させるような判断を下すことは実

質的に不可能である．そのため，「どのような立場の意

見や要望を妥当なものと認めるか」という正統化の問

題が重要となる5)．Suchmanは，正統性を「ある主体
およびその行為を，規範，価値，信念，定義等が社会的

に構造化されたシステムの中で，望ましく妥当であり，

あるいは適切であるという一般化された認識」と定義

している6)．避難指示の具体的措置のルール化により，

住民は行政の避難措置に関わる意思決定を理解するこ

とができる．また，行政は，ルール化された避難方法

（避難ルール）の妥当性に関する根拠を何らかのシステ

ムに基づいて説明する．避難の具体的措置のルール化

を通じて，行政と住民の間のコミュニケーションが可能

になり，避難に関する意思決定が正統性が確保できる．

(4) 避難ルールの選択方法

ルール化された避難方法（避難ルール）の意思決定

は，数ある選択肢の中からの選択でなければならない．

次に，市町村長が避難ルールを選択するための方法論

を考えよう．まず，市町村長が選択可能な選択肢の集合

がどのように定義されるかを考えよう．

上述したように，避難ルールの選択は，市町村長に

よる制御方法の選択である．したがって，避難ルール

は，市町村長の制御の目的を満足するものでなければ

ならない．市町村長が避難によって達成すべき目的と

いう観点から，避難ルールは以下の条件を満たす必要

がある．

a) 無損害条件

避難の目的は，災害から住民の生命を保護すること

である．行政は，すべての住民に対して，公平に扱わ

なければならない．したがって，「少数の市民を犠牲を

前提に多数の市民を救う」という効率性基準の適用は

正当化できない．行政が避難指示によって意図する目

的は，すべての住民に対して適用されなければならな

い．すなわち，避難ルールは，1人の死傷者も出さない
という前提に立って選択されなければならない．以上

のような避難ルールが満足すべき原則を，無損害条件

と呼ぼう．

b) 安全経路条件

避難の目的は，危険な場所から離れ，災害の影響が

及ばない安全な場所へ移動し，生命を保護することで

ある．「危険から安全へ」という原則は，最終的に避難

先に到着するまでの移動経路においても，適用される

べきである．最終避難先に移動するのに，より危険性が

高い地域を通過していけば，他の経路に比べて早く到

着する場合も考え得る．このような場合でさえも，避

難の目的に厳密に従えば，住民を一時的に高い危険性

に晒すよりも，常に安全な場所へ移動させることを優

先させるべきである．このような原則を安全経路条件

と呼ぼう．

図-1で示したように，制御の結果は，ハザードとペ

リルの組み合わせによって決まる．したがって，ある

制御方法，すなわち避難ルールを選択することにより，

上記の 2つの条件が満たされるかどうかは，前提とす
るハザードの内容に依存する．そのため，市町村長が

選択可能な避難ルールの選択肢集合を規定するために

は，前提とするハザードの条件を定義する必要がある．

ハザードの条件とは，どのような災害現象が生じるの
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かという想定である．どのような災害現象が起こりそ

うかという想定は，2.(3)で議論したように，社会的通

念上の均衡状態として形成される．社会通念上，最も

広く受け入れられている想定条件は，既往最大レベル

のハザードであろう．あるいは，専門家が科学的論理性

に基づいて，既往ケースにこだわらず想定条件が社会

に受け入れられる場合もあるだろう．いずれにしても，

避難の意思決定に責任を負う市町村長が，因果律に基

づいて避難ルールを理性的に選択するためには，社会

に広く受け入れられているハザードの想定が存在しな

ければならない．社会に広く受け入れているハザード

の想定は，一般的にハザードマップにおいて想定され

ている条件である．ハザードの想定が確定すれば，因

果律に基づいて，無損害条件，安全経路条件を満たす

避難方法の集合を定義することができる．因果律に基

づく原因と結果の対応は，シミュレーションを用いて

演繹的に推論することができる．

以上の手続きを通じて定義される市町村長が選択可

能な避難ルールの選択肢集合の中には，さまざまな避

難ルールが含まれるであろう．次に，選択可能な避難

ルールの中で，市町村長は，どの避難ルールを選択すべ

きかという問題が生じる．選択肢集合に含まれる避難

ルールには，多くの状況に依存した複雑なルールも含

まれうるであろう．しかし，危機的状況における意思決

定は，可能な限り複雑ではないことが望ましい．多く

の例外が存在する複雑な避難ルールでは，意思決定を

行う上で，それだけ多くの情報量を必要とする．情報

を収集するのに時間を要する場合には，意思決定を下

すまでに時間的ロスが生じる．最も望ましいのは，想

定したハザードレベルで収まる限りにおいて，1つの避
難ルールで対応できる場合である．意思決定者は，実

行可能な避難ルールの選択肢集合の中から，複雑性の

最小化を基準として，避難ルールを選択することがで

きる．

(5) メタルール

前節の手続きを経て選ばれる避難ルールは，社会的

に受け入れられた想定の下でのみ，目的の達成が保証

される．しかし，2.(3)で議論したように，想定という

行為を行う限りにおいて，必ず想定の壁が生じる．想

定は，人間が現実世界の複雑性を縮減したシステムで

ある．現実世界は，常にシステムより複雑であり，シ

ステムの外側の事象が結果に大きな影響を及ぼす可能

性は排除できない．2010年の有珠山の例のように，噴
火口がハザードマップで想定していた範囲の境界に発

生したという事実は，まさに想定の壁の存在を示して

いる．

想定を超えたハザードが生じれば，ルール化した避

難方法によって，市町村長の目的を達成する保証はな

い．ハザードマップのように，社会通念上受け入れら

れたハザード想定は蓋然性が小さくとも想定外の現象

が起こりうることを認識しなければならない．想定外

のハザード事象が生じれば，他に代替的な避難方法を

選択しなければならない．有珠山の例では，住民自身

による避難だけではなく，自衛隊ヘリの出動など，使

える資源はすべて使うという形で避難方法のモードを

切り替えた．このように，いったんルール化された避

難方法では目的が達成できないと判断すれば，異なる

避難方法に切り替える必要がある．

避難方法の切り替えという構造を意思決定にいれた

場合に意思決定者は，何を基準に避難方法を切り替え

るのかという問題に直面する．すなわち，生じたハザー

ド事象に対応させて，避難ルールを変更するためのルー

ルが必要となる．本研究では，避難ルールを変更する

ルールをメタルールと呼ぶ．システムによって内側と

外側が区別されるような自己準拠的環境では，システ

ムの内側で行われる制御システムの限界の問題を避け

て通れない．このようなシステムの内部の制御システ

ムの欠陥が顕在化する場合には，制御システムを変更

させ，当初の目的を実現させるというメタ制御機構を

構成する7)．4.では，メタルールの決定方法について

考えよう．

4. メタルールの決定方法

(1) 包括化

ある避難ルールが住民の生命を保護するという目的

を達成するかどうかは，実際に発生するハザード事象

に依存する．仮に，ハザード事象がハザードマップの

ような社会的に受容される想定を超えれば，住民の生

命の安全の保証はない．このとき，当初の避難ルール

とは異なる方法によって，住民の生命を保護しなけれ

ばならない．メタルールは，状況に応じて，避難ルール

を変更するためのルールである．すなわち，どのレベ

ルのハザード事象を超えれば当初とは異なる避難ルー

ルを採用するのかを決める方法が必要となる．

当初の避難ルールを以下では，便宜上，通常ルール

と呼ぼう．通常ルールは，ハザードマップで想定される

ような社会的に受容された条件の下で，目的を達成す

るようなものが選択される．通常ルールは，当然，ハ

ザードマップレベルのハザード事象であれば，住民の

生命を保護という目的を達成できる．また，仮にハザー

ドマップレベルを超えるハザード事象が発生したとし

ても，通常ルールで目的を達成できるケースもあり得

るであろう．図-1で示した災害リスクの因果律に基づ

けば，通常ルールで，どのレベルのハザード事象まで
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図–2 包括化と遡見

対応できるかを明らかにできる．通常ルールで対応で

きるハザード事象を 1つのカテゴリーとしてグループ
化することができる．このような，グループ化の操作

を包括化と呼ぶ．包括化の操作によって，通常ルール

でどのハザード事象まで対応できるかに関する外延を

特定できる．通常ルールで期待した目的を達成できる

とするハザードレベルという意味で，外延の内部に含

まれるハザード事象群を第 1次想定と呼ぶ．図-2には，

ハザードマップの想定の範囲と第 1次想定の範囲の概
念を示している．第 1次想定は，通常ルールで目的を
達成できるハザード事象の包括化操作によって特定さ

れる．

(2) 遡見

通常ルールの内容が定義されれば，どのようなハザー

ド事象の下では，生命の保護という目的の達成が困難

となるかを演繹的推論を通じて特定することができる．

このように，目的が達成できないという結果を与えて，

その結果が生じる原因を推論する操作は，遡見（retro-
diction）と呼ばれる．通常ルールでは対応できなけれ
ば，いわゆる想定を超えたハザード事象が発生したと

いうことになる．われわれは遡見という操作を通じて，

第 1次想定の外延の外側の近傍において，遡見を通じ
て想定外と呼ばれるハザード事象を認識できる．第 1
次想定の外側のハザード事象が認識できれば，新たに

そのハザード事象の下で，生命の保護という目的を達

成するための避難方法を考え，例外ルールを考えるこ

とができる．さらに，前節で説明した包括化操作によっ

て，例外ルールにより対応可能なハザード事象群をグ

ループ化できる．遡見と包括化の手続きにより，第 1次
想定を超えて想定されるハザード事象群を第 2次想定
と呼ぼう．同様に遡見と包括化の手続きによって，論理

的には第 2次想定，第 3次想定・・・を定義することがで
きる．しかし，想定が高次となるにつれて，その蓋然

性は極めて低くなるであろう．想定が高次になるほど，

現代の科学的理論からも説明ができないようなハザー

ド事象を想定することになる．どのレベルまでの想定

外を想定すべきかは，現代の科学的知識に依存するで

あろう．

5. おわりに

わが国の市町村長は，自然災害から住民の生命を保

護するという極めて重い責任を負っている．これまで，

危機的状況における意思決定の規範的方法に関する概

念枠組みについて，まったく議論が行われてこなかっ

た．本研究では，自然災害の発生に伴う市町村長による

避難指示に関する意思決定問題の規範的枠組みの提示

を試みた．理性的な意思決定は，因果律に基づく論理

的推測を用いて行わなければならない．一方で，自然

災害は，われわれの想定を超えて襲ってくる可能性の

存在は，過去から経験的に導かれた事実でもある．本

研究で提示した避難指示の意思決定方法は，1) 想定の
壁を意思決定問題の内部に取り込んだメタ制御機構を

有している，2) 因果律を用いた推論に基づいていると
いう点において，望ましい特徴を有している．本稿は，

避難指示の意思決定方法を概念的に示した段階にとど

まっている．今後，以上の意思決定方法を実際の自然

災害を対象に適用し，避難ルールとメタルールの具体

的な策定方法を示す予定である．
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